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お
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び
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ど
の
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向
を
参
考
に
し
な
が
ら
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市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
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職員数の状況３

区　分 職員数 区　分 職員数
20歳未満
20歳～ 23歳
24歳～ 27歳
28歳～ 31歳
32歳～ 35歳
36歳～ 39歳

40歳～ 43歳
44歳～ 47歳
48歳～ 51歳
52歳～ 55歳
56歳～ 59歳
60歳以上

９人
31人
32人
39人
43人
46人

64人
69人
86人
81人
39人
22人
561人計

①年齢別職員構成の状況（令和８年4月1日現在）

特別職の給料などの状況　　（令和８年4月1日現在）５

区　分 給料月額など

3.55月分（令和７年度支給割合）
市　長
副市長
教育長

市　長
副市長
教育長

給　　料
809,000円（11位/県内13市中）
664,000円（10位/県内13市中）
594,000円（10位/県内13市中）

議　長
副議長
議　員

3.55月分（令和７年度支給割合）

市　長
副市長
教育長

（算定方式）
給料月額×在職年数×600/100
給料月額×在職年数×360/100
給料月額×在職年数×250/100

（支給時期）在任期間ごと

退職手当

議　長
副議長
議　員

415,000円（10位/県内13市中）
347,000円（10位/県内13市中）
326,000円（10位/県内13市中）

報　　酬

期末手当

職員の育児休業の状況４

男　性 女　性
目　標 30.0％
実　績 22.2％

100％
100％

育児休業取得率（令和７年度）

区　分 平戸市 国
232,000円
200,300円

ー

232,000円
200,300円
195,900円

大学卒
高校卒
高校卒

一般行政職

技能労務職

②職員の初任給の状況

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
292,000円
258,100円

331,967円
対象者なし

369,950円
333,250円

大学卒
高校卒

一　般
行政職

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

職員の平均給与月額、初任給などの状況１

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
382,197円

397,100円

380,444円

340,500円

357,900円

307,500円

43.8歳

52.6歳

37.8歳

一般行政職

技能労務職

消防職

【注】
❶「平均給料月額」とは、令和８年4月1日現在における各職種   
　ごとの職員の給料の平均です。             
❷「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住
　居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計しており、地
　方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
❸類似団体のデータについては、情報提供があり次第ホームペー
　ジに掲載します。

①職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額の状況

平戸市

職員の手当の状況２

国
１人当たり平均支給額
　　　　　　1,682,393円

【支給割合】
期末手当　　  勤勉手当
 2.55月分　 　2.15月分

【加算措置の状況】
職制上の段階、職務の級な
どによる加算措置
・役職加算　　５～ 15％

－

【支給割合】
期末手当　　  勤勉手当
 2.55月分　 　2.15月分

【加算措置の状況】
職制上の段階、職務の級な
どによる加算措置
・役職加算　　５～ 20％
・管理職加算　10～25％

（令和７年度）①期末手当・勤勉手当

【参考】勤勉手当への人事評価の反映状況：令和６年度の人事評
　　　価結果を令和７年度の勤勉手当に反映させています。

平戸市

国

（支給率）  
勤続20年 　
勤続25年  
勤続35年  
最高限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　

（支給率）　　　　　　　　
勤続20年　　　
勤続25年　　　　　　
勤続35年　　　　　　　
最高限度額　　　　　　
その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置　２～ 45％加算

定年
24.586875月分    
33.27075月分
    47.709月分
    47.709月分

応募認定・定年
24.586875月分    
33.27075月分
    47.709月分
    47.709月分

自己都合
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
  47.709月分

自己都合
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
  47.709月分

②退職手当（令和８年4月1日現在）

【注】退職手当の１人当たり平均支給額は、令和７年度に退職し
　　た全職種に係る職員（特別職・会計年度任用職員を除く）に
　　支給された平均額です。

　　区分
部門

職員数
R７ R８

一
般
行
政
部
門

議　　会
総　　務
税　　務
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木
民　　生
衛　　生
小　　計

5
78
16
0
42
15
31
39
26
252
45
83
380
125
15
10
0
26
176
556

0
1

△1
0

△3
0
1

△3
1

△4
△2
4

△2
7
1

△2
0
1
7
5

教　　育
消　　防
小　　計
病　　院
水　　道
交　　通
下  水  道
そ  の  他
小　　計

公
営
企
業
等
会
計
部
門

普

通

会

計

部

門

合　　計

対前年
増減数

【注】職員数は、一般職に属する職員の数です。

②部門別職員数の状況（各年度4月1日現在）

5
79
15
0
39
15
32
36
27
248
43
87
378
132
16
8
0
27
183
561
【729】【729】※【  】は、条例定数の合計
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